
所管課 勧告・指摘事項 措置状況

１　団体関係

（１）団体による再発防止策
の確実な実践とその検証＜勧
告＞
　団体においては、本事案に
係る市長への調査報告書にお
いて、不祥事発生の原因及び
今後の改善策等を取りまとめ
ており、本監査においても再
発のないよう努めるとしてい
るが、各種再発防止策の確実
な実践とともに、その取組み
の効果について検証された
い。

（１）令和７年１月20日に出入金手順書を改める
とともに、出入金の様式を変更し運用していま
す。改善後は、出入金の内容、現金及び完了を段
階毎に確認を行っており、月締めには、副会長等
役員による通帳と各会計帳簿との照合を行ってお
ります。
　また、令和６年度の年度末残高証明書を会計事
務所に提出し確認頂くとともに、旧・新年度の入
出金が確認できる書類を作成し、監査を受け、令
和６年度収支決算を５月15日理事会及び５月23日
総会で承認いただきました。
　令和７年度からは、中間監査を行い、11月20日
までに理事会において中間決算を報告する予定で
あります。

（２）適切な内部監査体制の
構築＜勧告＞
　内部決算監査において、決
算書の繰越額と通帳残額の照
合が長年行われていなかった
ことは、誠に遺憾である。団
体への聴き取りの結果から、
内部決算監査が、馴れ合いと
なっていたものではないかと
想像される。
　本来の内部決算監査は団体
内の経理の透明性の確保や不
正経理の防止などのため実施
されるものであり、再発防止
策と重複する内容ではある
が、団体においては、適切な
監査が行われるよう、改めて
その体制を構築されたい。

（２）前監事が令和７年１月末に退任したことに
より、４月２日に臨時総会において、監事２名を
決定しました。会計処理に詳しい元登米市役所職
員と会計事務所職員を登用し、決算監査の他に中
間監査を行い、会計処理及び組織運営を監督・検
査する体制の強化を図ってまいります。

（３）団体の管理監督体制の
強化＜勧告＞
　事務局員への管理監督につ
いては、会長が非常勤であり
ながら事務局長兼務の体制と
なっており、管理監督体制が
十分であるか疑問が生じると
ころである。
　団体規約に基づき、事務局
長または施設マネージャーを
配置するなど管理監督体制の
強化を図られたい。

（３）文化・スポーツクラブ規約に事務局長また
は施設マネージャーを置くことと規定されていま
すが、数年にわたり事務局長は未配置になってい
ました。令和７年４月に団体運営事務を統括する
常勤事務局長を公募し、５月１日から採用配置し
ており、管理監督体制の強化を図っています。

令和７年度財政援助団体等監査（４月実施分）結果に対する措置状況
（地方自治法第199条第14項並びに同条第15項）
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（４）職員への期末手当の支
給等＜指摘事項＞
　職員への期末手当につい
て、就業規則に定めておら
ず、会長が決算月に支給の有
無や金額を決定している。こ
のことは理事会にも諮ってお
らず、支払いの根拠もないと
考えられる。適切な支給で
あったのか、その運用が正し
かったのか検証されたい。
　また、賞与については就業
規則で定めているものの、金
額等の定めはなく期末手当同
様に会長による支出負担行為
伺いへの決裁のみである。期
末手当同様に、その運用につ
いて検証されたい。

（４）期末手当の支給については、不適切な運用
でありました。
　令和７年度からは、期末手当の支給額に関する
事項を理事会に諮り支給するよう就業規則を改正
しました。
　令和７年６月期の支給については、６月27日の
理事会に諮り、６月30日に支給しました。

２　所管課関係

（１）指定管理団体への勧告に対
する団体の取組みの確認及び効
果の検証並びに適切な指導、監
督の実施＜勧告＞
　団体へ勧告した「再発防止
策の確実な実践とその検
証」、「適切な内部監査体制
の構築」、「管理監督体制の
強化」の３点について、団体
において責任を持ち履行いた
だくこととなるが、早期にし
かも確実に実施するよう、所
管課として適切な指導及び団
体の取組の確認並びに効果を
検証されたい。

（１）団体への勧告事項３点については、団体事
務局と情報共有を図りながら、改善案に提示され
た事項の履行確認を行っています。
　今後は、四半期毎に業務実施状況が提出される
際などに団体に出向いての現況確認を行い、適切
な管理の検証・確認を行ってまいります。

（２）各指定管理団体に対す
る適切な指導、監督の実施＜
勧告＞
　本事案の発生にあたり会計
処理方法や監査方法のガイド
ラインの整備に着手している
とのことであるが、ガイドラ
インにおいては、団体から提
出された改善策を取入れなが
ら整備を進められたい。
　また、各指定管理団体に対
して、職員のコンプライアン
スや監事の責務の理解向上に
向けた研修会の開催などにつ
いて、指定管理者制度主管課
と検討されたい。

（２）指定管理制度担当部局より、令和７年５月
27日付で「指定管理における会計事務の手引き」
の周知について通知され、当課から各指定管理団
体に会計処理及び監査の考え方について周知しま
した。今後は、各指定管理団体での確認状況を現
地調査し、適切な会計事務の徹底を図ります。
　また、団体職員の各々が間違いのない会計及び
事務処理を行い、互いにチェック機関として機能
するよう意識の変容を図る研修機会を設けるた
め、指定管理者制度担当課と第２四半期中の開催
に向け調整してまいります。



（３）不適切な事案を起こせ
ない環境の構築＜勧告＞
　職員による金銭の着服を防
止するために最も重要なこと
は「不正が起こせない環境の
構築」である。
　所管課においては多くの指
定管理施設を有しているとこ
ろであり、この度の事案を踏
まえ、改めて現状の各指定管
理団体の職員体制及び公民
館、体育館等の社会教育施設
の指定管理の在り方や課題を
整理し、必要と思われる改善
を行い、各団体において不適
切な事案を起こせない環境の
構築について、中長期的視点
に立った中で取組みを進めら
れたい。

（３）社会教育施設の指定管理が行われて20年が
経過し、施設の老朽化や運営体制に関する課題に
ついては、その都度、指定管理者と協議しながら
対応してまいりました。
　今回の事案は、過去の経験による前例踏襲によ
る事務処理など組織の馴れ合いがひとつの原因に
挙げられます。多くの指定管理団体が少人数体制
のため、業務が属人化しやすい環境であることか
ら、随時現地調査を行い、団体内での月次確認や
事務点検の実効性を高めてまいります。
　また、社会教育施設の再編など持続可能な運営
形態について、指定管理者や地域と意見を交わし
ながら検討してまいります。

（４）指定管理者による施設
の修繕＜指摘事項＞
　指定管理者における施設修
繕は協定書第15条第２項にお
いて年間20万円以上のものは
市の費用と責任において実施
するものと定められ、第３項
では指定管理者からの申出に
対し、市が承認した場合に限
り指定管理者の費用と責任に
おいて実施することができる
とされているが、令和５年度
のバスケットゴール修繕は
310,200円であり指定管理者が
実施しているが、申出、承諾
が行われていないことから、
適切な事務処理にあたられた
い。

（４）指定管理業務の年間上限額を超える修繕の
手続きについては、指定管理者と市が協議しなけ
ればならないものの、必要な手続きが行われず実
施された事案でありました。
　令和５年度モニタリングにおいて、他の指定管
理団体でも同様の事案が確認されていたことか
ら、令和６年７月２日に必要な手続きについて各
指定管理者に通知しているところですが、令和７
年６月25日に監査対象団体を含む各指定管理者へ
改めて通知し、必要な手続きについて周知してお
ります。
　今後も協定書に則った適切な運用を行うよう、
現地調査時などに指導してまいります。


